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２０１８年　２月　２日　　事務局　　滋賀県労連内





　実態に基づく切実な要請受けて担当者からは「参考になる」「現場での実態がよくわかる」という真摯に受け止める発言がありました。一方、非核宣言の要請などで「県議会が考えること」など県当局としての責任や考えが感じられない回答もありました。母親大会連絡会の渡辺宣子さんが「（この運動を）30年やっている。県議会にも言ってきた。（核兵器の禁止は）元知事の武村さんも國松さんも言っている。三日月知事の発案でしてほしい」と迫りました。





　懇談・要請は2会場に分かれて担当課ごとに行いました。県の8部局から計57人が来られ、専門ごとに回答をいただきました。要請内容は平和、社会保障、教育、商工、労働、と多岐にわたるため、回答もどうしても長くなります。十分なやり取りはできませんでしたが次につながる到達が見えた要請項目もありました。


　





　1日、県民要求実現実行委員会は昨年12月13日に県に提出した個人請願を元に県と要請・懇談する「春の総行動」を行いました。参加は民主団体、労働組合、県会議員などから52人でした。


　開会あいさつを瀧上正昭実行委員長（県労連議長）が行い、巨額の費用が使われようとしている2024年国体問題など県政課題を指摘して引き続きの取り組みを訴えました。





　情勢と決意として生健会・稲森善稔会長からは生存権裁判における国側のまともに答えない答弁や、進捗、深刻な生活者の実態について報告がありました。また、全滋賀教組・竹腰宏見執行委員長は小学校の道徳の教科化などにふれ、子どもの教育のために税金を使って欲しい、と訴えました。





民青の岡田大貴委員長が「国体にお金を使おうとしている県政、暮らしや福祉にお金を使ってほしい。担当者にいい要請ができるようにがんばりましょう」と挨拶し、「県民の要求実現暮らしや平和を守り、医療福祉教育にお金を使って、憲法が生きる社会に」とガンバロー三唱をしました。








＜＜今後の予定＞＞





2月3日（土）　　　安倍9条改憲ＮＯ！市民アクション滋賀結成・キックオフ集会


講師：伊藤真氏（14:00-ピアザ淡海大会議室）


3月11日（日）　　 原発のない社会へ2018びわこ集会（10:00-生涯学習センター、膳所公園）








次回、実行委員会は　2月　21日（水）10:00-県労連








